
臨時会提出資料 　

令和６年度　一般会計補正予算（第８号）説明資料（議案第１号）

説明資料

補 　正
予算額

企画一般管理事業（生野学園物価高騰対策支援補
助金）【追加】

180 企画総務部　総合政策課 １

社会福祉施設等物価高騰対策給付金給付事業【新
規】

11,186 健康福祉部　高年福祉課 ２

ひとり親家庭等生活支援給付金給付事業【新規】 5,440 こどもみらい部　子育て支援課 ３

児童福祉一般管理事業（こども食堂物価高騰対策支
援給付金）【追加】

50 〃 ４

私立保育所・こども園運営支援事業【追加】 37,500 こどもみらい部　こども園課 ５

管外保育委託事業【追加】 5,200 〃 ６

私立保育所・こども園運営改善支援事業【追加】 1,830 〃 ７

私立保育所・こども園特別保育支援事業【追加】 555 〃 ８

水道事業会計繰出金【追加】 40,200 上下水道部　上下水道課 ９

令和７年１月22日提出

　　企画総務部　財務課

事　　　　　　　　項 頁所管課



 

 

令和６年度 一般会計補正予算（第８号）説明資料 

担 当 課 企画総務部 総合政策課 款 （02）総務費 

補正予算額 １８０千円  
項 （01）総務管理費 

目 （06）企画費 

事業名 
（01-01） 

企画一般管理事業（生野学園物価高騰対策支援補助金）【追加】 

 

１ 事業目的 

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響に対する支援として、学校法人生野学園に対

し、物価高騰相当分の負担を軽減するための支援を行います。 

 

２ 事業概要（内容・期間等） 

（１）対象 学校法人生野学園 

（生徒数 高等部 66 人 中等部 25 人 計 91 人）※令和６年４月１日現在 

（２）補助金額 

   令和６年度 兵庫県私立学校原油価格・物価高騰対策一時支援金交付事業 

         生野学園への支援金相当分 

３ 補正予算額 １８０千円 

負担金補助及び交付金 180 千円 

 

４ その他参考事項 

 ※事業化に至る経緯 

   私立学校の物価高騰対策については、兵庫県の令和６年度 12月補正予算において、「私

立学校原油価格・物価高騰対策一時支援金交付事業」が創出され、県内の私立学校に対

して、生徒数の規模に応じた定額補助が予定されています。 

学校法人生野学園においては、中等部・高等部あわせて 180,000 円の支援金交付を受

ける予定ですが、一方で、全寮制である生野学園の支出は一般の全日制私立校よりも物

価高騰の影響をより大きく受けるため、兵庫県の支援金だけでは不十分であることから、

このたびの重点支援地方交付金を活用し、県事業に協調して生野学園を支援しようとす

るものです。 

 

【歳入特定財源】物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国） 90 千円 
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令和６年度 一般会計補正予算（第８号）説明資料 

担 当 課 健康福祉部 高年福祉課 款 （03）民生費 

補正予算額 １１,１８６千円 
項 （01）社会福祉費 

目 （01）社会福祉総務費 

事業名 
（24-01） 

社会福祉施設等物価高騰対策給付金給付事業【新規】 

 

１ 事業目的 

   エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響に伴い運営に大きな影響を受けている市内の社

会福祉施設等の負担を軽減し、安定的に質の高いサービス等を提供できるように支援するた

め、社会福祉施設等に対して給付金を給付します。 

 

２ 事業概要（内容・期間等） 

（１）対象経費 

   ①冷暖房等に係る電気、灯油等購入費 

   ②施設入所者のガス、食材費 

   ③利用者の送迎や訪問に係るガソリン等購入費 

（２）対象サービス該当施設 

   高齢者福祉施設、障害者福祉施設、児童福祉施設 

（３）給付金額 

   ①入所系、短期入所系、複合系 → 定員数×11,000 円 

   ②通所系           → 定員数×2,000 円 

   ③訪問系           → １事業所あたり 13,000 円 

 

３ 補正予算額 １１,１８６千円 

    役務費 29 千円 

負担金補助及び交付金 11,157 千円 

(1)高齢者福祉施設 → ①685 人×11,000 円＝7,535,000 円 

                ②318 人×2,000 円＝636,000 円  

                            ③17事業所×13,000 円＝221,000 円    計 8,392 千円 

(2)障害者福祉施設 → ①165 人×11,000 円＝1,815,000 円 

                 ②215 人×2,000 円＝430,000 円  

                ③7 事業所×13,000 円＝91,000 円      計 2,336 千円 

(3)児童福祉施設  → ①39 人×11,000 円＝429,000 円         計   429 千円  

      

４ その他参考事項 

  【歳入特定財源】物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国） 5,590 千円 
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令和６年度 一般会計補正予算（第８号）説明資料 

担 当 課 こどもみらい部 子育て支援課 款 （03）民生費 

補正予算額 ５,４４０千円  
項 （01）社会福祉費 

目 （06）福祉給付費 

事業名 
（25-01） 

ひとり親家庭等生活支援給付金給付事業【新規】 

 

１ 事業目的 

   エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響に対する支援として、ひとり親世帯等に対し、

その実情を踏まえた生活の支援を行う観点から市独自の支援を行います。 

 

２ 事業概要（内容・期間等） 

（１）対象者 

   次の要件を全て満たす者 

    ①令和７年２月１日に朝来市に住所を有していること 

    ②令和７年１月分の児童扶養手当の支給を受ける者 

 

（２）給付金の額 

    支給対象者１人(１世帯)につき ３万円（対象者 180 世帯） 

  

３ 補正予算額 ５,４４０千円 

役務費 40 千円 

負担金補助及び補助金 5,400 千円 

 

４ その他参考事項 

  【歳入特定財源】物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国） 2,720 千円 
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令和６年度 一般会計補正予算（第８号）説明資料 

担 当 課 こどもみらい部 子育て支援課 款 （03）民生費 

補正予算額 ５０千円  
項 （02）児童福祉費 

目 （01）児童福祉総務費 

事業名 

（01-01） 

児童福祉一般管理事業（こども食堂物価高騰対策支援給付金） 

【追加】 

 

１ 事業目的 

   エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響に対する支援として、市内でこども食堂を運営

する団体に対し、その実情を踏まえた事業の支援を行う観点から市独自の支援を行います。 

 

２ 事業概要（内容・期間等） 

（１）対象者 こども食堂を運営する団体 

    

（２）給付額 50 千円 

 

３ 補正予算額 ５０千円 

負担金補助及び交付金 50 千円 

 

４ その他参考事項 

【歳入特定財源】物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国） 20 千円 
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令和６年度 一般会計補正予算（第８号）説明資料 

担 当 課 こどもみらい部 こども園課 款 （03）民生費 

補正予算額 ３７,５００千円  
項 （02）児童福祉費 

目 （02）保育所・こども園費 

事業名 
（02－01） 

私立保育所・こども園運営支援事業【追加】 

 

１ 事業目的 

こども家庭庁の保育士等の処遇の抜本的な改善に伴う令和６年度補正予算に対応し、私立園に

対する給付費を追加します。 

 

２ 事業概要（内容・期間等） 

   令和６年度の人事院勧告を踏まえ、保育士等の処遇改善として、10.7％の人件費増に対応する

国の公定価格変更に合わせ私立園に給付を行います。   

 

３ 補正予算額 ３７,５００千円 

   扶助費 37,500 千円 

 

４ その他参考事項 

【歳入特定財源】子どものための教育・保育給付費国庫負担金（国） 16,425 千円 

子どものための教育・保育給付費県費負担金（県） 8,212 千円 
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令和６年度 一般会計補正予算（第８号）説明資料 

担 当 課 こどもみらい部 こども園課 款 （03）民生費 

補正予算額 ５，２００千円  
項 （02）児童福祉費 

目 （02）保育所・こども園費 

事業名 
（03－01） 

管外保育委託事業【追加】 

 

１ 事業目的 

こども家庭庁の保育士等の処遇の抜本的な改善に伴う令和６年度補正予算に対応し、管外私立

園に対する給付費を追加します。 

 

２ 事業概要（内容・期間等） 

   令和６年度の人事院勧告を踏まえ、保育士等の処遇改善として、10.7％の人件費増に対応する

国の公定価格変更に合わせ管外私立園等に給付を行います。   

 

３ 補正予算額 ５,２００千円 

   扶助費 5,200 千円 

 

４ その他参考事項 

【歳入特定財源】子どものための教育・保育給付費国庫負担金（国） 2,277 千円 

子どものための教育・保育給付費県費負担金（県） 1,139 千円 
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令和６年度 一般会計補正予算（第８号）説明資料 

担 当 課 こどもみらい部 こども園課 款 （03）民生費 

補正予算額 １,８３０千円  
項 （02）児童福祉費 

目 （02）保育所・こども園費 

事業名 
（05－01） 

私立保育所・こども園運営改善支援事業【追加】 

 

１ 事業目的 

光熱費の高騰による利用者の負担増加を抑制するとともに、私立園が継続的・安定的にサービ

スを提供できるよう、兵庫県制度を活用し支援します。 

 

２ 事業概要（内容・期間等） 

   私立園６園に対し、以下の定員ごとに定額を補助します。 

    定員 020 人～029 人 100 千円×１園（めばえのにわ保育園） 

   定員 030 人～039 人 140 千円×１園（あわが保育園） 

    定員 080 人～089 人 340 千円×１園（ひまわりこども園） 

    定員 090 人～099 人 380 千円×１園（やなせこども園） 

    定員 100 人～109 人 420 千円×２園（照福こども園、枚田みのり保育園） 

 

３ 補正予算額 １,８３０千円 

   消耗品費 30 千円 

こども園等光熱費高騰対策支援補助金 1,800 千円 

 

４ その他参考事項 

  【歳入特定財源】物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国） 450 千円 

こども園等光熱費高騰対策支援補助金（県） 930 千円 
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令和６年度 一般会計補正予算（第８号）説明資料 

担 当 課 こどもみらい部 こども園課 款 （03）民生費 

補正予算額 ５５５千円  
項 （02）児童福祉費 

目 （02）保育所・こども園費 

事業名 
（07－01） 

私立保育所・こども園特別保育支援事業【追加】 

 

１ 事業目的 

光熱費の高騰による利用者の負担増加を抑制するとともに、私立学童クラブが継続的・安定的

にサービスを提供できるよう、兵庫県制度を活用し支援します。 

 

２ 事業概要（内容・期間等） 

   照福学童クラブ、枚田みのり放課後児童クラブ、やなせ学童クラブの３施設に対し、定額を補

助します。 

  定員 040 人～ 49 人 180 千円×３施設 

 

３ 補正予算額 ５５５千円 

   消耗品費 15 千円 

   こども園等光熱費高騰対策支援補助金 540 千円 

 

４ その他参考事項 

【歳入特定財源】物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国） 130 千円 

こども園等光熱費高騰対策支援補助金（県） 285 千円 
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令和６年度 一般会計補正予算（第８号）説明資料 

担 当 課 上下水道部 上下水道課 款 （04）衛生費 

補正予算額 ４０,２００千円  
項 （01）保健衛生費 

目 （03）環境衛生費 

事業名 
（90－05） 

水道事業会計繰出金【追加】 

 

１ 事業目的 

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響に対する支援として、水道料金（基本料金）

の免除を行います。 

 

２ 事業概要（内容・期間等） 

（１）対象者 

   給水契約がある一般家庭及び事業者（官公庁等を除く） 

   なお、今回の免除措置について申込み手続は必要ありません。 

（２）事業期間 

 ２カ月間 

２月請求分（使用期間：12 月検針～１月検針） 

３月請求分（使用期間：１月検針～２月検針） 

（３）対象数 

 約 13,300 件 

 

３ 補正予算額 ４０,２００千円 

   水道事業会計補助金 40,200 千円 

 

４ その他参考事項 

【歳入特定財源】物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国） 20,100 千円 
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